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独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。）

の
実
施
す
る
奨
学
金
貸
与
事
業
は
、
教
育
の
機
会
均
等
を
目
指
す
国

の
重
要
な
教
育
施
策
で
あ
り
、
機
構
に
お
い
て
は
、
奨
学
生
の
生
活

実
態
や
家
計
の
実
態
な
ど
を
調
査
・
分
析
し
つ
つ
、
学
生
ニ
ー
ズ
に

適
切
に
対
応
し
た
事
業
の
実
施
を
目
指
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
機
関
保
証
制
度
の
創
設
、
海
外
大
学
へ
の
留
学
者

に
対
す
る
貸
与
対
象
拡
大（
第
二
種
奨
学
金
）、貸
与
月
額
の
新
設（
第

二
種
奨
学
金
）、
貸
与
月
額
の
選
択
制
導
入
（
第
一
種
奨
学
金
）
等

に
よ
り
、
利
用
者
の
利
便
性
向
上
に
努
め
る
一
方
、
事
業
規
模
に
お

い
て
も
拡
大
を
図
っ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
事
業
規
模
の
拡
大

に
伴
う
返
還
者
の
増
加
に
加
え
て
、昨
今
の
経
済
不
況
の
影
響
か
ら
、

返
還
に
関
す
る
相
談
も
そ
の
件
数
は
増
加
を
続
け
て
お
り
、
機
構
で

は
そ
の
対
策
と
し
て
、
平
成
二
一
年
一
〇
月
に
民
間
委
託
に
よ
る
コ

ー
ル
セ
ン
タ
ー
（
奨
学
金
返
還
相
談
セ
ン
タ
ー
）
を
開
設
し
、
電
話

に
よ
る
返
還
相
談
に
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
で
返
還
者
等
利
用
者
へ

の
サ
ー
ビ
ス
向
上
、
将
来
の
奨
学
金
の
原
資
と
な
る
返
還
金
の
回
収

率
向
上
を
目
指
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

奨
学
金
返
還
相
談
セ
ン
タ
ー
に
寄
せ
ら
れ
る
相
談
に
は
、
住
所
や

振
替
口
座
の
変
更
の
申
し
出
が
多
く
を
占
め
る
が
、
世
相
を
反
映
し

て
経
済
的
理
由
に
よ
る
返
還
困
難
の
申
し
出
も
多
く
、
こ
れ
ら
の
相

談
に
対
し
て
は
、
通
常
返
還
期
限
猶
予
の
手
続
き
を
勧
め
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
る
が
、
中
に
は
現
在
の
割
賦
額
は
返
還
で
き
な
い
が
、
減

額
す
れ
ば
返
還
で
き
る
と
い
う
者
も
い
る
。

ま
た
、
財
務
省
が
文
部
科
学
省
及
び
機
構
の
協
力
の
下
で
実
施
し

◆
解
　
説
◆

「
減
額
返
還
制
度
」の
創
設

―
返
還
し
や
す
い
仕
組
み
の
導
入
―

独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
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た
調
査
（「
平
成
二
一
年
度
予
算
執
行
調
査
」（
平
成
二
一
年
七
月
公

表
）
に
掲
載
。）
に
よ
る
と
、「
延
滞
九
ヶ
月
以
上
の
者
の
中
に
は
、

返
還
額
を
減
額
す
れ
ば
返
還
可
能
な
者
が
約
三
人
に
一
人
い
る
こ
と

が
判
明
」
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
今
後
の
返
還
困
難
な
者
へ
の
対
応
と
し
て

は
、
返
還
の
期
限
を
猶
予
す
る
現
行
の
返
還
期
限
猶
予
制
度
だ
け
で

は
充
分
で
は
な
い
と
考
え
ら
れ
た
た
め
、
よ
り
返
還
し
や
す
い
仕
組

み
と
し
て
、
返
還
期
間
を
延
長
し
、
そ
の
間
の
割
賦
額
を
減
額
す
る

返
還
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
、実
施
す
る
こ
と
と
な
っ
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
新
し
い
制
度
は
、「
減
額
返
還
制
度
」
と
し
て
、
平
成
二
三

年
一
月
以
降
の
割
賦
金
を
対
象
と
し
て
運
用
を
開
始
す
る
予
定
で
あ

り
、
そ
の
概
要
（
案
）
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
．
制
度
創
設
の
趣
旨

経
済
的
理
由
に
よ
り
返
還
困
難
と
な
っ
て
い
る
者
の
う
ち
、
当

初
の
割
賦
金
額
を
減
額
す
れ
ば
返
還
可
能
と
な
る
者
に
つ
い
て
、

一
定
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
で
、
一
定
期
間
の
割
賦
金
額
の
減
額

（
返
還
期
間
の
延
長
）
を
認
め
、
返
還
者
の
さ
ら
な
る
負
担
軽
減

と
と
も
に
、
返
還
金
の
回
収
促
進
と
延
滞
の
抑
制
を
図
る
。

二
．
対
象
者

経
済
的
理
由
に
よ
り
当
初
定
め
た
割
賦
金
額
の
返
還
が
困
難
で

＜参考＞ 貸与人員・金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 上記は、日本学生支援機構（平成 15 年度以前は日本育英会）実施分のみであり、平成 17 年度

より地方移管している高等学校等奨学金事業交付金分は含まない。 

※２ 上記は当初予算である。 

 

 

＜参考＞「平成 21 年度予算執行調査」（平成 21 年 7 月公表）より抜粋 
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あ
る
者
。

三
．
適
用
基
準

（
一
）
割
賦
金
の
返
還
を
延
滞
し
て
い
な
い
こ
と
。

（
二
）
真
に
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
っ
て
返
還
が
著
し
く
困
難

で
あ
る
こ
と
。

※　

具
体
的
に
は
返
還
期
限
猶
予
の
適
用
の
目
安
（
収
入
三
〇

〇
万
円
以
下
、
所
得
二
〇
〇
万
円
以
下
）
と
同
様
と
す
る
。

四
．
適
用
期
間

一
年
間
。

適
用
期
間
が
終
了
す
る
時
に
当
該
事
由
が
継
続
し
て
い
る
と
き

に
は
、
願
い
出
に
よ
り
適
用
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
し
、
そ
の
延
長
期
間
は
一
年
間
と
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
適

用
期
間
は
、
そ
れ
ら
を
通
じ
て
最
長
一
〇
年
と
す
る
。

五
．
適
用
後
の
割
賦
金
額

当
初
割
賦
金
額
の
一
／
二
の
金
額
と
す
る
。

六
．
変
更
の
対
象
と
な
る
債
権

返
還
期
日
が
平
成
二
三
年
一
月
以
降
の
割
賦
金
額
と
す
る
。

七
．
利
率
・
利
息
（
第
二
種
）

利
息
を
含
め
た
返
還
予
定
総
額
は
変
更
し
な
い
。

本
制
度
の
適
用
対
象
と
し
て
は
、
現
在
返
還
期
限
の
猶
予
中
の
者

＜参考＞「平成 21 年度予算執行調査」（平成 21 年 7 月公表）より抜粋
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ま
た
は
今
後
返
還
困
難
と
な
る
者
の
う
ち
、
割
賦
額
を
減
額
す
れ
ば

返
還
が
可
能
と
な
る
者
（
こ
れ
ら
は
と
も
に
、
従
来
で
あ
れ
ば
返
還

期
限
猶
予
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
者
で
あ
る
。）
を
想
定
し

て
お
り
、
こ
れ
ら
の
者
が
返
還
期
限
猶
予
で
は
な
く
減
額
返
還
を
利

用
す
る
こ
と
と
な
れ
ば
、
返
還
者
自
身
も
少
な
い
負
担
で
着
実
に
返

還
残
額
を
減
ず
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
ま
た
、
猶
予
中
で
あ
れ
ば

見
込
め
な
か
っ
た
返
還
金
が
半
額
で
は
あ
る
が
着
実
に
回
収
で
き
る

よ
う
に
な
る
も
の
と
期
待
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
、こ
れ
ら
の
効
果
は
、

返
還
者
及
び
機
構
に
と
っ
て
大
き
な
利
点
で
あ
る
と
と
も
に
、
奨
学

金
貸
与
事
業
そ
の
も
の
の
健
全
性
確
保
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
と
考

え
て
い
る
。

近
年
、
機
構
の
奨
学
金
貸
与
事
業
に
関
し
て
は
、
特
に
返
還
金
の

回
収
状
況
に
つ
い
て
論
議
の
的
と
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

返
還
で
き
る
状
況
に
あ
り
な
が
ら
請
求
・
督
促
に
応
じ
な
い
者
に
対

し
て
は
、
今
後
も
法
的
措
置
を
含
め
た
厳
し
い
姿
勢
で
臨
む
一
方
、

返
還
困
難
な
状
況
に
あ
る
者
に
対
し
て
は
、
そ
の
状
況
を
的
確
に
把

握
し
た
う
え
で
、
個
々
の
実
情
に
応
じ
た
適
切
な
対
応
を
行
う
必
要

が
あ
る
。

機
構
に
お
い
て
は
、
今
後
も
効
果
的
な
回
収
強
化
策
を
適
切
に
実

施
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
返
還
し
や
す
い
仕
組
み
に
つ
い
て
も
引
き

続
き
検
討
し
て
い
き
た
い
。

減額返還制度適用後の割賦額（イメージ）

 
 
 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

　　割賦額 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 　　割賦額 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

⑤ ⑥

2,000 1,750

⑫

・　当初の約定により6ヶ月で返還することとなっていた割賦額を、それぞれ 1/2 に
　 減額し、12ヶ月（1年）で返還することとする。
・　記載は第二種奨学金の例で、利息は奇数回での返還となる。

（注）当初割賦、減額割賦ともに、わかりやすくイメージを表記したもので、図及び数字は現実
　　　の割合及び値とは異なる。

⑧ ⑨ ⑩ ⑪④

3,500 5,000 3,750 5,000

⑦

　元金

① ② ③

2,250 1,250

　利息

2,500 5,000 2,750 5,000 3,000 5,000 3,250 5,000

1,250

1,500

2,500 2,250 2,000

2,5007,500 7,750 8,7508,000

　　利息

　　元金

8,500

1,750 1,500

8,250

 

 
 


